







































































































































































業　種 売上高 主要顧客 顧客関係性を高めたい@顧客の識別尺度
尺度の分類
取引回数 取引金額 取引期間 その他
消耗品卸 20億円 ホテル 5年・年間120万円以上蝸v5商品系列全ての購買
? ? ?
?ー??
食品卸・販売 18億円 小売店 　　　　　掛売りｦ取引金額と取引期間に基づく
? ?
人材派遣 2億円 小規模事業者 社長判断 ?
洋服製造 400億円 小売店 取引継続期間 ?
業務用ソフトウェア開発 100億円 企業のo理部門 地域営業責任者の判断
???ー??
治具製造 5億円 部品製造会社 年間取引回数9回以上 ?
部品製造 720億円 自動車部品ｻ造会社 3年間で10億円以上の売上
? ?





































































































































































売上高差異 291 100 122 69
顧客数差異 517 259 283（25）
総顧客数差異 562 154 198 210
顧客構成比差異 （45） 105 85 （235）
顧客当り売上高差異 （226） （159） （161） 94
製品系列数差異（顧客が利用したホテル数差異） （355） （157） （124） （74）
製品当り金額差異（ホテル当り売上高差異） 129 （2） （37） 168
製品当り数量差異（ホテル当り宿泊人数差異） （63） （14） （94） 44
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　固定営業キャッシュフロー
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　この実験は，固定営業CFがキャッシュフローの安定性を評価する尺度として有効1生を持ち，
固定営業キャッシュフロー計算書が営業キャッシュフローの安定性を評価できる可能性を持つ
こと示唆している。
9　固定収益会計研究の課題
9．1適応対象
　固定収益会計がどのような企業に適合するかを明らかにしていきたい。
　固定収益会計は，顧客別取引データを前提としている。全ての顧客とまでは言わないまでも，
顧客別取引データが記録されている企業が対象になる。また，固定収益会計は管理会計である
ため，中期利益計画やそれを踏まえた年度予算によって戦略遂行を促す役割を負う。従って，
固定収益会計は，顧客関係性に関わる政策が中期で身を結ぶ企業に適している。このような観
点を踏まえながら，適応対象となる業種業態等を検討していきたい。
9．2　顧客関係性の尺度
　固定収益会計の基礎である顧客関係性セグメントを分ける尺度についても研究を進めたい。
　本稿で述べたように，取引回数や取引金額，取引期間が有力な候補である。しかし，他の尺
度もあると思われる。また，顧客関係性の尺度についての聞き取り調査で明らかになったよう
に，複数の尺度を組み合わせるといった方法も考えられる。こうした尺度は，製造間接費の配
賦尺度が実践の中で発展したように，実践の中で発展する可能性が高い。そこで，この研究に
は，FMPやCRM（customer　relationship　management）といった顧客関係性のための道具を
利用している企業の観察が欠かせないと思われる。
9．3　責任会計
　顧客関係性差異分析の責任会計の見地から考察をしなければならない。差異分析は，差異算
出，原因分析，責任分析という3つの手続きからなる。この内，責任分析の検討が残されている。
　顧客関係性差異分析における責任分析をするためには，顧客関係性についての責任の所在が
組織的に明らかになっている必要がある。顧客関係性差異分析を適応したホテル業D社では，
顧客関係性差異分析の本格的な導入のために，全社横断的な顧客政策立案，実行管理のための
責任部門の設置の検討がなされている。この事例にもあるように，顧客関係性差異分析におけ
る責任分析のためには，製品別組織あるいは機能別組織を横断した組織体制が必要となる。顧
客関係性差異分析における責任分析は，このようなマトリックス構造を前提にした議論になる
と考えられる。
106 一経　　営　　論　　集一
9．4　バスタブ・モデル（the　bathtub　model）
　固定収益会計における収益や利益，キャッシュフローの維持可能性や顧客政策のポイントを
把握するために，顧客関係性の深化プロセスの分析フレームワークを研究する必要がある。
　このためのモデルがバスタブ・モデルである。バスタブ・モデルは，顧客関係性セグメント
間の顧客の移行状況を見るためのモデルである（図表8）。小売業C社では，顧客関係性セグ
メント問の移行率と財務業績との感度分析が，顧客政策の立案につながった（鈴木，2007）。
ホテル業D社では，このモデルによって推定された利益の維持可能性が中期利益計画の目標利
益設定の基礎となった。これらの事例を吟味して，バスタブ・モデルの理論化を進めたい。
　　　　　　　　　　　　図表8　小売業C社のバスタブ・モデル
　　　　　　愈＿瓢。。円、人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
移行率45％
移行率20％
未取引率
　全体の11％
9．5投資評価
固定収益会計を投資評価に応用することも重要な研究課題のひとつである。
　固定損益計算書によって顧客の収益性や固定費回収の程度を知ることや，顧客関係性差異分
析によって利益に与える顧客の量や質が利益に与える影響を把握することは，投資を効果的に
行うことに役立つと考えられる。
　また，固定営業キャッシュフロー計算書によって営業キャッシュフローの安定性を評価する
ことが，投資評価を大きく変えるかもしれない。投資の評価に用いる正味現在価値は，キャッ
シュフローと割引率の関数であるが，この内，割引率はβの関数である。このβは，顧客関係
性によってキャッシュフローの安定性が高まることによって低下する可能性が高い（鈴木，
2005）。従って，固定営業キャッシュフロー計算書に基づく営業キャッシュフローの安定性の
評価をβとつなげる論理を作れれば，投資ターゲットの影響を正味現在価値に盛り込むことが
できると考えられる。
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9．6　応用研究
　　固定収益会計を応用した研究も行っていきたい。固定収益会計情報に基づく固定収益作用因
の研究（松岡他，2005）や顧客ターゲットとキャパシティ・コストの関連についての検討（三
木，2005），FMPの評価への適応可能性についての考察12），イールド・マネジメント（yield
management）との関係についての論考13）は，固定収益会計の応用研究としての方向性を示
していると考えられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経営学部教授　鈴木研一）
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【注】
1）関係性マーケティングとは，アメリカ・マーケティング学会（American　marketing　association）によれば，
　　「マーケティング環境通して位置付けられる顧客流通業者，供給業者あるいはその他の当事者との間に，
　　長期的関係性と信頼関係性あるいはそのいずれか一方を意識的に開発し，管理しようとするマーケティン
　　グである　（http：／／www．　marketing　power．com／mg－dictionary－view2592．php，12／24／2007アクセス）」。
2）井尻（1990），Glover　and　Ijiri（1990）を除き，1990年以降の欧米の主要会計雑誌であるThe　Accounting
　　Review．　Journal　of　Accounting　Research，　Accounting，　Organizations　and　Society，　Journal　of　Accounting
　　and　Economics，　Journal　of　Management　Accounting　Research，　Management　Accounting　Research，
　　Journal　of　Cost　Managementを対象としている。
3）ロイヤル顧客比率とは，B社がFMPとしてそれぞれのレストランごとに設けている会員制度の会員に対す
　　るアンケート結果によって算出した比率である。B社は，「それぞれのレストランの会員制度の知人・友人
　　への推奨意向」を顧客のロイヤルティの尺度通している。そして，この5段階リッカート・スケールで尋
　　ねる質問において，5点もしくは4点をつけた会員の比率をロイヤル顧客比率としている。
4）4つの顧客セグメントの内，準固定顧客と準変動顧客は，いずれも顧客関係性の程度の2時点間の増減状態
　　によって識別されるものである。増減状態を使って分ける必要ないときには，準固定顧客と準変動顧客を
　　省いて，変動顧客と固定顧客の2分類に簡略化することが考えられる。
5）お財布携帯やICカード等の電子決済の普及は，そうした可能性を高める可能性がある。
6）滅多に買い換えがなく，関連品を伴わないような商品を販売している業態では，Levittの見解は当てはま
　　らない。しかし，1回限りの取引を前提とする業態においては，取引データから顧客関係性を測ること自体
　　はできないと思われる。
7）セグメント個別費の固定費の例としては，航空会社におけるVIP向けラウンジの維持費，小売業における
　　DM費などがある。
8）セグメント個別費勘定を利用しないときはt固定顧客の限界利益から固定費を差し引いて計算される。
9）B社では，セグメント個別費勘定が用いられなかったため，固定営業利益は，固定顧客の限界利益から固
　　定費を差し引いて計算された。
10）松本有二・鈴木研一「固定収益会計におけるキャッシュフロー計算書：固定キャッシュフロー計算書のフ
　　レームワークと可能性の検証」2007年9月9日日本管理会計学会全国大会報告に基づく。この報告内容の詳
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　　細は2008年度中に論文化する予定である。
11）T期の売上高STは，　ST＝ST．1＋ST－1（α＋δεVE）となる。ここで，α：成長率tε：平均O，分散1の標準正規分布
　　である。
12）佐々木郁子「フリークエンシー・プログラムを利用した固定収益マネジメントの可能性」2007年10月21日
　　日本原価計算研究学会全国大会報告。
13）青木章通「サービス産業におけるイールド・マネジメントと顧客価値管理との統合」2007年10月20日日本
　　原価計算研究学会全国大会報告。
